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Ⅰ 経営計画策定の趣旨 

 

千葉県建設技術センタ ーは、「 県内の地方公共団体が施工する 建設事業の円滑で効率

的な執行を 支援する と と も に、 建設技術者の技術の向上を 図り 、 良質な社会資本の整

備に寄与する こ と 」 を 目的に、 千葉県及び県内全市町村の出捐を受け、 平成６ 年４ 月

１ 日に設立さ れ、 県や市町村等の建設事業に関する 総合的な支援機関と し て各種事業

を実施し ていま す。  

当センタ ーでは、 千葉県が進める 「 千葉県行財政シス テム改革」 の「 公社等外郭団

体の改革方針」 を 踏ま え、 平成１ ５ 年度に第１ 次経営改善推進計画（ Ｈ１ ５ ～Ｈ １ ８

年度）、 平成１ ９ 年度に第２ 次経営改善計画（ Ｈ１ ９ ～Ｈ２ ３ 年度）、 平成２ ４ 年度に

第３ 次経営計画（ Ｈ ２ ４ ～Ｈ ２ ８ 年度）、 平成２ ９ 年度に第４ 次経営計画（ Ｈ２ ９ ～ 

Ｒ ５ 年度） を 策定し て、 業務内容の見直し 等の経営改善に努め、 各種事業を積極的に

実施する と と も に、 組織・ 人員の整備等を行ってき たと こ ろです。  

引き 続き 将来にわたり 、 建設技術専門集団と し て自立・ 安定し た経営を 持続し 、  

市町村等への総合的な建設技術支援を 継続し ていく ため、 令和４ 年１ ２ 月に県が策定

し た公社等外郭団体関与方針を踏ま え、 令和６ 年３ 月に事業・ 組織・ 財務の基本方針

を示す第５ 次経営計画（ Ｒ ６ ～Ｒ １ ０ 年度） を策定し ま し た。  

 

 

 

Ⅱ 経営理念 

当センタ ーは、 建設技術専門集団と し て自立・ 安定し た経営を持続し ていく ため、

次の経営理念のも と 、 各種事業・ 体制整備を実施し ま す。  

１  県民生活を よ り 豊かにする 良質な社会資本の整備に寄与し 、 建設事業の円滑で 

効率的な執行の支援と 建設技術者の技術の向上を 図る ため、 各種事業を 積極的に 

実施し ます。  

２  県内の 地方公共団体の 総合的な 建設技術支援機関と し て 、 技術力向上に 

努めま す。  

３  効率的な業務執行を 行い、 経営基盤の安定と 業務の執行体制の整備を 進め、  

持続可能な法人経営に努めま す。  
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Ⅲ 事業（ 事業概要、 取組状況、 今後の方針）  

 

１  普及啓発事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 建設事業に関する 情報や新技術・ 新工法等の情報を 通信ネッ ト   

ワ ーク を 利用し た技術情報共有サイ ト （ CCTCnet※） 等によ り 提供し 、 県及び 

市町村と 情報の共有を図る と と も に、 センタ ーが所蔵する 各種専門図書を県及び

市町村等の技術職員に貸し 出し を行う も のです。  

 ※CCTCnet：「 千葉県建設技術センタ ー技術情報共有サイ ト 」 の略称で、 県・ 市町村・

セン タ ー間において、 データ の配信や取得が可能と なる 環境をネッ ト ワ ーク 上に 

構築し たも のです。  

（ ２ ） 取組状況 

技術情報共有サイ ト （ CCTCnet） を平成１ ５ 年度から 運営し 、 県及び市町村

と 建設技術に関する 情報の共有を図る と と も に、 積算関連等の相談や専門図書の

整備を実施し ています。  

ま た、 千葉県内の建設関連企業が開発し た土木分野など の新技術・ 新工法の 

発表会を県と 連携し て開催し ています。  

（ ３ ） 今後の方針 

   引き 続き 、 県と 連携し 新の技術情報を提供し ま す。  

ま た、 建設事業や建設技術に関する ニーズの多様化に伴い、 提供・ 共有する  

建設技術情報や専門図書の充実に努めま す。  

 

 

 ２  技術者養成事業 

（ １ ） 事業概要 

 本事業は、 県及び市町村等技術職員の技術力向上を支援する ため、 各種研修・

講習会を実施する も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

基礎的な土木技術の習得を図る こ と を目的と し た積算、 施工管理、 測量などの

基礎研修や、 専門知識の習得を図る こ と を目的と し た計画、 設計、 地質調査など

の専門研修を研修内容に合わせて、 オンデマンド によ る 配信方式を活用する など、  

昨今の働き 方改革等の社会情勢を踏ま え、 実施し ていま す。  

なお、 総合的な技術力を 身につけた信頼さ れる 土木技術者を 育成・ 養成する  

ため、 研修・ 講習会は中長期的な視点から 計画的に行っていま す。  
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（ ３ ） 今後の方針 

引き 続き 、 アンケート 調査や理解度テス ト 等の実施によ り 、 受講者のニーズを

把握し 、 研修内容の充実や開催頻度の見直し 、 更に「 働き 方改革」 や「 生産性の

向上」 を踏ま え、 開催手法の検討など継続的な改善に努めま す。  

 

 

 ３  イ ンフラ Ｄ Ｘ 推進事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 千葉県の DX 推進戦略の一環と し て、 県と デジタ ル技術推進に関す

る 基本協定を締結し 、 平成１ ６ 年度から 実施し ている 県発注の工事や委託の電子

成果品副本の保管・ 管理を一元的に行う と と も に、 電子納品や CAD 操作等を 

はじ めと する デジタ ル技術に関する 講習会の講師を派遣する も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

   副本内の電子データ は、 当センタ ーで大容量記録媒体に複製保管する と と も

に、 災害等に対する リ ス ク 分散と し て、 外部施設にも 保管し ており 、 発注機関

から の要請によ り 、 保管データ の抽出・ 複製を行っていま す。  

 電子納品やデジタ ル技術に関する 講習会の講師派遣については、 県等の要請に

よ り 、 適宜実施し ていま す。  

（ ３ ） 今後の方針 

     保管し ている 電子データ は、 公共重要構造物の維持管理や更新及び災害対応 

など、 将来的に必要と なる 重要なデータ である こ と から 、 引き 続き 、 複製保管・

分散保管を確実に行い、 適切で安全な電子データ の保管に努める と と も に、 今後、

BIM ／CI M 適用業務等に伴う 大容量データ の成果品に対応する ため、 ク ラ ウ ド

を活用し たオンラ イ ン電子納品などのイ ンフラ 分野のＤ Ｘ 推進に向けて、 県と 連

携を図っていき ま す。  

 

 

 ４  図書配付事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 千葉県が作成する 「 千葉県積算基準書」 や「 土木工事共通仕様書・  

施工管理基準」 を県及び市町村等に配付する も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

「 千葉県積算基準書」 については、 毎年度、 電子版・ 書籍版の両方を作成し 、

県及び市町村等に配付し ており ま す。  
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ま た、「 土木工事共通仕様書・ 施工管理基準」 については、 大幅な改訂の際、

関連機関等のニーズに応じ 、 書籍版を発行する こ と と し ていま す。  

（ ３ ） 今後の方針 

引き 続き 、 図書を利用する 県及び市町村等技術職員の視点に立ち、 当センタ ー

の積算業務の知識・ 経験を活かし 、 利便性の向上に努めま す。  

 

 

 ５  建設材料試験事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 公共工事の品質管理に必要なコ ンク リ ート 、 鋼材、 土質、 骨材及び

アスファ ルト の建設材料５ 品目４ ９ 項目の各種品質管理試験を実施するも のです。  

なお、 当センタ ーは、 千葉県が作成し た千葉県土木工事施工管理基準等において、

一定規模以上の建設工事における 特定試験項目の公的試験機関に位置付けら れて

いる と と も に、「 アス フ ァ ルト 混合物事前審査制度※」 において、 県内唯一の審

査機関と し て国から 指定を受けていま す。  

※アス ファ ルト 混合物事前審査制度： アス ファ ルト 混合所から 出荷さ れる アス ファ  

ルト 混合物を 関東地方整備局長が指定する アス フ ァ ルト 混合物事前審査機関に 

おいて事前に審査認定する こ と によ り 、 従来の工事ごと 、 混合物ごと に実施し て 

き た基準試験練り 等の省略化を図ると と も に、 アスファ ルト 混合物の安定し た品質

確保を目的と し た制度です。  

（ ２ ） 取組状況 

建設業関係者から 持ち込まれた供試体をＪ Ｉ Ｓ 規格又は舗装調査・ 試験法便覧

に適合し た試験機器並びに測定方法に基づき 、 品質試験を適切に実施し ていま す。  

ま た、 試験の精度と 品質を 維持し ていく ため、 試験機器の適切な保守点検・  

維持管理を行っていま す。  

（ ３ ） 今後の方針 

引き 続き 、 試験の精度と 品質を 維持し て いく た め、  試験機器の定期的な 

点検や更新等を計画的に行い、 各種材料試験を正確かつ迅速に実施し 、 公的試験

機関と し ての役割を果たすよ う 努めま す。  

 

 

 ６  災害復旧支援技術者派遣事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 大雨や地震等によ り 県内市町村の管理する 公共土木施設が被災し た

場合に市町村の要請に基づき 、 速やかに災害復旧支援技術者（ 行政職員Ｏ Ｂ 等）
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及び当センタ ー職員を 現地に派遣し 、 迅速・ 的確に災害復旧事業を 遂行でき る  

よ う 助言等の技術支援を行う も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

平成２ ３ 年３ 月発生の東日本大震災を 契機に平成２ ４ 年度から 創設し た 

制度であり 、 平成２ ５ 年度に台風２ ６ 号によ る 大雨で被災し た１ 町、 令和元年度

の台風１ ５ 号及び２ １ 号によ る 被災では４ 市町、 令和５ 年度の台風１ ３ 号によ る

大雨で被災し た２ 町に派遣し 支援を行いまし た。  

（ ３ ） 今後の方針 

     市町村の災害復旧事業は、 社会的にも 極めて緊急・ 重要な事業であり 、 近年に

おける 災害の頻発・ 激甚化に備え、 継続的な災害復旧支援技術者の確保に努める

と と も に、 当該事業によ る 支援を引き 続き 実施し ていき ま す。  

 

 

７  公共土木施設維持管理支援事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 平成２ ６ 年７ 月１ 日に施行さ れた道路法施行規則の一部改正によ り 、

橋梁やト ンネル等の道路施設について、 ５ 年に１ 回の定期点検が義務付けら れた

こ と から 、 市町村の技術者不足を補う ため、 更には市町村が管理する 道路施設の

点検・ 診断業務を効率的に実施する ため、 平成２ ７ 年度より 、 各市町村と 協定を

締結し 、 複数市町村の業務を ま と めて発注する 「 地域一括発注」 によ る 支援を 

実施する と と も に、 平成２ ９ 年度から 、 点検データ を 活用し た「 橋梁長寿命化 

修繕計画策定」 の支援を行っています。  

（ ２ ） 取組状況 

「 地域一括発注」 による定期点検については、 これまで県内１ ８ 市町で、「 橋梁長寿

命化計画策定」 については１ １ 市町へ支援を行う と と も に、 維持補修等に対する助言

も 行っています。  

（ ３ ） 今後の方針 

 公共土木施設の維持管理は、 社会的にも 極めて重要である ため、 技術者が不足

し ている 市町村の支援機関と し ての役割を果たし ていく と の観点から 、 引き 続き 、

積極的に業務を受託し ていく と と も に、 設計積算受託事業及び建設工事受託事業

と の連携によ り 総合的かつ効率的・ 効果的な道路施設の包括的な維持管理の支援

に努めま す。  
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 ８  電子情報化支援事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 市町村が独自で土木積算シス テムに使用する データ を 作成・ 改訂 

する こ と は財政的、 技術的に厳し い状況にある ため、 県が作成し た土木積算 

データ を 改訂の都度、 市町村等に配付する と と も に、 データ 配付先の技術職員 

から の質疑に対応する など、 積算業務の効率化を支援する も のです 

（ ２ ） 取組状況 

県内全市町村（ 政令市を 除く ） 及び事務組合等に土木積算データ を配付し て 

います。  

なお、 配付データ は、 県と 連携し 遅滞なく 配付し ていま す。  

（ ３ ） 今後の方針 

市町村等の積算業務を 支援し 、 公共土木事業の円滑な 執行を 図る た め、  

県と 連携し 、 土木積算シス テムに使用する データ を 引き 続き 安定的に配付する  

よ う 努めま す。  

 

 

９  設計積算受託事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 県及び市町村等が建設工事を発注する ための設計積算業務を受託し 、

発注関係事務の適切な実施を支援する も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

 市町村等受託については、 恒常的に技術者が不足し ている 市町村の支援機関と  

し ての役割を果たし ていく と の観点から 、 積極的に業務を受託し ていま す。  

ま た、 県受託については、 当センタ ーが培ってき たト ンネル・ 橋梁積算等の 

高度な技術的資源を 有効活用し 、 早期執行等の対応が必要な業務を 受託し て 

います。  

（ ３ ） 今後の方針 

 引き 続き 、 設計積算業務の支援機関と し ての重要な役割を 果たし ていく と  

と も に、 設計書チェ ッ ク の徹底によ る 成果品の品質向上や業務の効率化に努めま

す。  
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 １ ０  災害復旧支援受託事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 市町村の公共土木施設が被災し た場合に、 市町村の災害復旧事業に

おける 補助金等の申請資料及び査定設計書作成等の業務を支援する も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

 当該事業は、 災害発生に伴い要請があった場合に実施する も のであり 、 こ れま

でに８ 市町の査定設計書作成の支援を 行っており 、 直近では、 令和５ 年度台風 

１ ３ 号の大雨で被災し た３ 町の査定設計書作成の支援を実施し ま し た。  

（ ３ ） 今後の方針 

 市町村の災害復旧業務は、 社会的にも 極めて緊急・ 重要な業務であり 、 当該技

術協力事業の実施必要時は、 通常業務に優先し て実施し ていき ま す。  

 

 

１ １  建設工事受託事業 

（ １ ） 事業概要 

本事業は、 県及び市町村等が行う 建設事業のう ち工事完成ま での施工管理補助

業務、 検査支援業務及び建設工事の調査・ 設計支援業務等を 受託し 支援する  

も のです。  

（ ２ ） 取組状況 

 恒常的に技術者が不足し ている 市町村の支援機関と し ての役割を果たし ていく

と の観点から 、 積極的に業務を受託し ています。  

（ ３ ） 今後の方針 

 引き 続き 、 積極的に業務を 受託し 、 市町村等の技術支援機関と し ての重要な 

役割を果たすよ う 努めま す。  
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Ⅳ 組織・ 人員 

  （ １ ） 現状 

当センタ ーは、 総務部（ 総務課）、 事業部（ 企画指導課、 建設課、 建築課、

試験課） を千葉市中央区出洲港で運営し ていま す。  

人員（ 職員構成） は、 令和５ 年４ 月１ 日現在、 プロ パー職員１ ７ 名、 県派遣

職員１ １ 名の計２ ８ 名と なっています。  

  （ ２ ） 取組状況 

     平成２ ７ 年度から 新た な 技術支援業務と し て 創設し た 公共土木施設維持   

管理支援事業などの事業拡大に向けた実施体制強化のため、 業務課技術指導班を  

企画指導課企画指導班に改組し ま し た。  

ま た、 設計積算受託事業及び建設工事受託事業を円滑に遂行する ため、 業務課

建設班を建設課建設班に改組する と と も に、 業務課建築班を建築課建築班に改め

ま し た。  

   なお、 構造計算適合性判定業務を 行う 構造判定部については、 平成２ ７ 年 

６ 月に施行さ れた改正建築基準法等によ り 事業環境が大き く 変化し 、 当センタ

ーと し て事業を 継続する 意義が薄れたこ と から 、 平成２ ８ 年度末を も っ て廃止

し ており ま す。  

（ ３ ） 今後の方針 

 市町村の技術支援機関と し ての役割を 一層強化する ため、 職員の積極的な  

研修受講や資格取得を奨励する など、 知識の蓄積・ 向上に努めま す。  

ま た、 各事業の業務量と 収支の均衡がと れた中長期的な人員体制を見極めつつ、

効率性や安定性に配慮し た組織体制づく り を進めていく と と も に、 順次、 プロ パ

ー職員の採用を行う こ と で、 次世代職員の安定的確保や職員の年齢構成の適正化

を図ってま いり ま す。  

なお、 採用職員の育成には、 知識・ 経験等の面から 一定期間を 要し 、 かつ、  

今後、 受託事業の事業量の増加も 見込ま れている こ と から 、 公社等外郭団体関与

方針における 県の関与拡大検討の区分に位置付けら れたこ と を踏まえ、 こ れま で

の県派遣職員低減の方針を改め、 人的な支援等の県の関与の拡大を視野に、 引き

続き 、 現状人数を基礎と し て、 県派遣職員を要請する こ と と し ま す。  



9 
 

Ⅴ 財務 

  （ １ ） 現状 

当センタ ーは、 平成２ ５ 年４ 月１ 日に公益財団法人に移行し ま し た。  

公益財団法人は、 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する 法律によ り

「 収支相償」、「 公益目的事業比率」、「 遊休財産の保有制限」 の財務３ 基準※を維

持し ていく こ と が求めら れていま す。  

 法人運営においては、 こ の３ 基準に対応する と と も に健全で安定し た利益の確

保に努めていま す。  

     ※財務３ 基準：  

①「 収支相償」： 公益目的事業において、「 収入」 が「 支出」 を超えないこと 。  

      ②「 公益目的事業比率」： 公益目的事業費支出が全事業費支出の 50％以上であること 。  

      ③「 遊休財産の保有制限」： 遊休財産額（ 具体的な使途が決まっていない内部留保額） が 

年間の公益目的事業費支出を超えないこ と 。  

（ ２ ） 取組状況 

     法改正等によ る 社会情勢変化や事業ニーズを的確に捉え、 公共土木施設維持 

管理支援事業の創設によ る 事業拡大や、 構造計算適合性判定事業の廃止など業務

改善に努める と と も に、 経費削減などの支出抑制に努めた結果、 平成２ ８ 年度以

降、 黒字経営を継続し ていま す。  

ま た、 財務３ 基準については、 試験機械の更新及び老朽化が懸念さ れる 事務所

の建替えのための資金等を資産取得資金と し て積み立てる など、 公益目的事業の

拡充等に充てる ための取組みを実施する こ と で当該基準に対応し ていま す。  

（ ３ ） 今後の方針 

   今後も 引き 続き 、 財務３ 基準を 維持し ながら 、 業務改善によ る 経費節減と  

収益力向上に努める と と も に、 短期的な収支変動に左右さ れる こ と なく 、 長期

的視点に立った的確な判断を 行い、 常に、 建設技術専門集団かつ県内の総合的

な 建設技術支援機関と し て 安定・ 持続的に経営し て いく た めに、 事業及び  

組織・ 人員に関する 計画を着実に推進し ていき ま す。  

 


